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資料６ 



１．これまでの取り組み事例 認証スキームが必要とする認定プログラムの創設と認定授与

認証のために欠かせない「試験結果の信頼性確保」のための、
試験所認定プログラムの創設と、認定授与
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認定の対象となる適合性評価活動の実施
コンサルタント業務＝（認定の対象となる）適合性評価機関
の活動への参加の禁止
・マニュアル、手順の準備
・運営、マネジメントへの参加
・マネジメントシステムの開発・実施、業務手順、能力に対する特定
の助言、特定の教育・訓練の提供（例、内部監査の提供、手順の(審査
外での）レビュー、要員の力量の評価、要員の力量確立、維持のため
の研修等の提供）

２．事業者、認証機関、認定機関の関係性の制約について（コンサル等）

認定機関（第三者）

コンサルティング等

（製品）認証機関（第三者）
（認定機関にとっての第一者）

事業者（第一者）
(認定機関にとっての第二者）

コンサルティング

認証機関＋認証機関の親会社＋認証機関の兄弟姉妹企業に、以下を禁止
a)認証される（た）製品の、設計、製造、据え付け、保守又は流通
b)認証される（た）プロセスの、設計、実施、運用又は維持
c)認証される（た）サービスの、設計、実施、提供又は維持
d)依頼者へのコンサルティングの申出又は提供
e)マネジメントシステムのコンサルティング、又は内部監査の申出又は提供
f)認証判断要員の兼務、関係性に関する、その他の禁止事項

製造者
プロセス／サービス提供者

政府関係当局
業界団体
認証機関のグループ

NGO、NPO など調達者・購入、使用者
（第二者）

支 援

兼
務

独立性 独立性

依
頼

認証機関

スキームオーナ

顧客（依頼者、事業者）情報の機密性の確保
コンサルティング組織の活動からの独立性の確保
非差別性の確保（規模、協会やグループ会員外へのサービスの不提供・・・）

手前味噌
行為の禁止

JIS Q 17065 4.2.6

JIS Q 17011 4.6.3
4.4.13 注記

JIS Q 17011 4.4.11

これらがネックになることが多い
一方で、この点の解釈が弱い ← 要議論、改善ポイント

制約(禁止事項）がない
→各者協力の場としての活用を期待
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３．認証にかかわる各主体のあるべき関係性・役割

制度準備段階 制度構築、運用段階

スキームオーナを認証機関が兼務

スキームオーナと認証機関が独立１

政府（業所管、規制
当局
規制化等法制化要否判断
国際整合性要否判断
支援の要否判断
（ニーズの集約）

潜在的利害関係者による協議

業界団体
認証申請者
ニーズの把握
技術的対応・説明
製造等プロセス構築

認証機関
技術的実現性
採算性
（結果等情報伝達性）
第三者性

調達者
消費者、NGO 等
ニーズ・期待の提示
第三者性の要求度合い
信頼性の要求度合い

認定機関
制度妥当性
第三者性
評価方法選択妥当性
事業継続性
国際整合性、連携

独法、研究、標準化
機関 等
評価方法開発
評価手法の妥当性評価
代替手法の妥当性評価

スキームオーナ＝認証機関

業界団体
認証申請者

調達者
消費者 NGO等

認
定
機
関

スキーム適切性評価

能力、第三者性評価

公
平
性
メ
カ
ニ
ズ
ム

ニーズ・期待の委託
第三者性確認依頼

スキームオーナ ＝ 調達者 or 消
費者・利用者、NGO、NPO 等

認証機関

ニーズ・期待の提示

認定機関

スキーム適切性評価
協議、相談、支援
認証機関審査依頼

技術的対応・説明
優位性の主張 等

優先性、経済性、技術的限度の説明

独法 等

業界団体
認証申請者

独法・研究機関 等

技術相談、指導、移転等

技術的対応・説明
優位性の主張 等

技術相談、指導、移転等

スキーム構築協議

認証対象、手法の協
議 等

スキームオーナ＝業界団体

スキームオーナと認証機関が独立２

認証機関

調達者
消費者
NGO 等

認証申請者

スキーム構築協議

認証対象、手法の協
議 等

加盟、要望

認証申請

認証申請

認証申請

スキームオーナと認証機関が独立３

スキームオーナ ＝
国、政府、地域・国際機関 等

・認証の対象の特定
・ニーズ、期待の特定と、適切な評価方法の特定
・スキームオーナの特定
・経済的、技術的実現可能性の分析

能力、第三者性評価
認証機関

認
定
機
関

相談、支援
認証機関審査依頼

能力、第三者性評価

業界団体
認証申請者

認証申請

技術的対応・説明
優位性の主張 等

独法・研究機関 等

技術移転等

ニーズ・期待の提示
第三者性の確認

技術支援等

独
法
等

技術相談、指導、移転等

認証依頼
結果報告
協議
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４．NITE認定センターの取り組み

「これからの日本の適合性評価制度のあり方を考える調査･検討報告書（適合性評価ガイドブック2023）」を公開しました | 適
合性認定 | 製品評価技術基盤機構 (nite.go.jp)

(２) 「社会実装・規格活用」実現化人材育成プログラムの構築と開始
・これまでの認定機関としての知見やネットワークを活かして令和5年度に、プログラム開発を行い、現
在、第1期の講座を開講中（令和6年 2月1日～29日 毎週木曜午後に開講）

・認証スキームの開発や構築支援を担う人材の輩出を目指している

（１） 適合性評価ガイドブック2023の作成、公開

令和4年度に本格的に開始した、製品や技術などの評価支援のために
NITE各部門等を有機的に連携した組織である「チームNITE」の具体的
活動(支援）例

・適合性評価制度の歴史、国内外の状況、日本が目指すべき適合性評価の方向性などを掲載

・「適合性評価」について考えるきっかけとして、「適合性評価」を知るための教科書としての活用を期待

・今後も内容の充実、アップデートを予定

(３) 認証等適合性評価制度(スキーム）構築、実現支援

・適合性評価制度に期待が高まる「第三者性・信頼性」の確保に貢献するべく、ASNITE認定プログ
ラムによる新たな認定スキームの構築・サービス提供や既存認定プログラムの拡充

・適合性評価制度構築検討の機会への参加や実現化への支援
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